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はじめに

フリーランス保護のための新しい法令となる「フリーランス新法」が2023年4月に成立し、2024年11月から
施行されます。
近年、働き方の変化により、フリーランスとして働く方は増加傾向にあり、企業活動においてもフリーランスへ
の業務委託が身近になりつつある中、「フリーランス新法」が与える影響を把握することは重要であると考え
ます。

業務委託者については労働法は及ばず民法領域となっており、このフリーランス新法については、すでに顧
問弁護士様のもと個別に業務委託契約書等の修正等の対応を進めていらっしゃる顧問先も多い印象で
すが、社内での業務委託者へのハラスメント防止という論点では労務に関わる部分もあり、当該「ハラスメ
ント防止対応」については、当社よりも必要な対応をあらためて本資料でご案内させていただきます。

なお、恐れ入りますがフリーランス新法のその他の部分については民法がメインとなるため、弁護士さんにご
確認いただければと思います。
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ハラスメント防止措置義務
フリーランス新法によって、企業はフリーランス（法の詳細をみると定義がやや細かいものの、ここではフリーラン
スと一括します。）に対するセクハラ、パワハラ、マタニティ・パタニティハラスメントについて、フリーランスの相談に
応じ適切に対応する体制整備等の必要な措置を講じる義務が生じました。

1. フリーランスにハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、
周知・啓発
2. フリーランスの相談に適切に対応するために必要な体制の整備
3. ハラスメントが発生した場合の事後の迅速かつ適切な対応

◆ハラスメント防止措置の具体的内容

1～3においてそれぞれ必要な具体的アクションは次スライドから解説します。



Copyright 🄫2024 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 4

1. ハラスメントを行ってはならない旨の
方針の明確化、周知・啓発①
①業務委託におけるハラスメントの内容及び業務委託におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、業務委
託に係る契約担当者・事業担当者、成果物の確認・検収を行う者、フリーランスと協力して業務を行う者を含め、労働者に
周知・啓発すること
②業務委託におけるハラスメントに係る言動を行った者については、厳正に対処する旨の方針及び対処の内容を就業規則そ
の他の職場における服務規律等を定めた文書に規定し、業務委託に係る契約担当者・事業担当者、成果物の確認・検収
を行う者、フリーランスと協力して業務を行う者を含め、労働者に周知・啓発すること
が必要となっています！

① 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書
において、業務委託におけるハラスメントを行ってはならない旨
の方針を規定し、当該規定と併せて、業務委託におけるハラス
メントの内容を労働者に周知・啓発すること。

② 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又は啓発
のための資料等に業務委託におけるハラスメントの内容及び業
務委託におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針につい
て記載し、配布等すること。

③ 業務委託におけるハラスメントの内容及び業務委託におけ
るハラスメントを行ってはならない旨の方針を労働者に対して周
知・啓発するための研修、講習等を実施すること。

◆①方針等を明確化し、労働者に周知・啓発していると認められる具体的アクションの例
（特定業務委託事業者が募集情報の的確な表示、育児介護等に対する配慮及び業務委託に関して行われる言動に起因する問題に関して講
ずべき措置等に関して適切に対処するための指針より）

おすすめ
就業規則文面案は別添し
ますが次スライドにも一部イ

メージ掲載します。

②に記載のとおり、必ずしも就業規則へ
の記載である必要はないため、すでに顧
問弁護士様とフリーランス対応のガイドラ
イン等をお作りであればそちらに記載でも

問題ありません。
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就業規則への反映イメージ
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◆②対処方針を定め、労働者に周知・啓発していると認められる例
（特定業務委託事業者が募集情報の的確な表示、育児介護等に対する配慮及び業務委託に関して行われる言動に起
因する問題に関して講ずべき措置等に関して適切に対処するための指針）

① 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた
文書において、業務委託におけるハラスメントに係る言動
を行った者に対する懲戒規定を定め、その内容を労働者
に周知・啓発すること。

② 業務委託におけるハラスメントに係る言動を行った者
は、現行の就業規則その他の職場における服務規律等
を定めた文書において定められている懲戒規定の適用の
対象となる旨を明確化し、これを労働者に周知・啓発す
ること。

1. ハラスメントを行ってはならない旨の
方針の明確化、周知・啓発②

おすすめ

②のとおり「現行の就業規則の懲戒対
象になりますよ」という周知でもよいと記
載がありますが、やはり懲戒に関すること
となり、就業規則に記載をお勧めします。
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就業規則への反映イメージ

懲戒事由にこのように入っていれば懲戒
の対象となることが示される。

◆懲戒条文の例
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2. 相談に適切に対応するため
に必要な体制の整備

イ相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」という。）をあらかじめ定め、フリーランスに周知すること
ロ イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。

が必要となります。

① 業務委託契約に係る書面やメール等に業務委託におけるハラスメントの相談
窓口の連絡先を記載すること。

② フリーランスが定期的に閲覧するイントラネット等において業務委託におけるハ
ラスメントの相談窓口について掲載すること。

◆相談に適切に対応する必要な体制の整備例
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就業規則への反映イメージ

前スライドの通り基本は業務委託契約書のほうに、相談窓
口は記載必須となるかと考えます。（就業規則は業務委託
者は適用されず見ないため意味がないため。）とはいえ、自
社の従業員向けにも明示的にフリーランスも相談可能であ
る旨を就業規則内にも入れておくとトラブルがないかと考え
ます。
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※参考※実際にハラスメントが起こった場合
に係る事後の迅速かつ適切な対応①

必要な措置 例

(1). 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること ①相談窓口の担当者、人事部門又は専門の委員会等が、
相談者及び行為者の双方から事実関係を確認すること。

また、相談者と行為者との間で事実関係に関する主張に
不一致があり、事実の確認が十分にできないと認められ
る場合には、第三者からも事実関係を聴取する等の措置
を講ずること。

②事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認
が困難な場合などにおいて、中立な第三者機関に紛争処
理を委ねること。

(2). 1により、フリーランスへのハラスメントが生じた事実

が確認できた場合においては、速やかに被害者に対する
配慮のための措置を適正に行うこと。

①事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者の間の関
係改善に向けての援助、被害者と行為者を引き離すため
の被害者の就業場所の変更又は行為者の謝罪、被害者
の取引条件上の不利益の回復、事業場内産業保健ス
タッフ等による被害者のメンタルヘルス不調への相談対
応等の措置を講ずること。

②中立な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害
者に対して講ずること。

特段就業規則等へはいずれも盛り込む
必要はありません。
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必要な措置 例

(3). 1により、ハラスメントが生じた事実が確認できた場合

においては、速やかに行為者に対する措置を適正に行う
こと

①就業規則その他の職場における服務規律等を定めた
文書における職場におけるパワーハラスメントに関する
規定等に基づき、行為者に対して必要な懲戒その他の措
置を講ずること。あわせて、事案の内容や状況に応じ、被
害者と行為者の間の関係改善に向けての援助、被害者と
行為者を引き離すための被害者に就業場所の変更又は
行為者の配置転換、行為者の謝罪等の措置を講ずること。

②中立な第三者機関の紛争解決案に従った措置を行為
者に対して講ずること。

(4). 改めて業務委託におけるハラスメントに関する方針を
周知・啓発する等の再発防止に向けた措置を講ずること。

なお、ハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合
においても、同様の措置を講ずること。

①業務委託におけるハラスメントを行ってはならない旨の
方針及び業務委託におけるハラスメントに係る言動を
行った者について厳正に対処する旨の方針を、社内報、
パンフレット、社内ホームページ、フリーランスが閲覧する
イントラネット等広報又は啓発のための資料等に改めて
掲載し、配布等すること。

②業務委託における妊娠、出産等に関するハラスメント
について、法第 13 条の配慮の申出ができる旨を、社内

報、パンフレット、社内ホームページ、特定受託業務従事
者が閲覧するイントラネット等広報又は啓発のための資
料に改めて掲載し、配布等すること。

③特定業務委託事業者の雇用する労働者に対して業務
委託におけるハラスメントに関する意識を啓発するため
の研修、講習等を改めて実施すること。

※参考※実際にハラスメントが起こった場合
に係る事後の迅速かつ適切な対応②
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その他講ずべき措置

必要な措置 例

(1).業務委託におけるハラスメントに係る相談者・行為者
等の情報は当該相談者・行為者等のプライバシーに属

するものであることから、相談への対応又は当該ハラスメ
ントに係る事後の対応に当たっては、相談者・行為者等

のプライバシーを保護するために必要な措置を講ずると
ともに、その旨を労働者及び特定受託業務従事者に対し
て周知すること。なお、相談者・行為者等のプライバシー

には、性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機微な個
人情報も含まれるものであること。

①相談窓口においては相談者・行為者等のプライバシー

を保護するために必要な措置を講じていることを、特定受
託業務従事者に対する業務委託に係る契約の内容を記
した書面やメール等（以下「業務委託契約に係る書面や
メール等」という。）において記載すること、特定受託業務
従事者が定期的に閲覧するイントラネット等において掲載
すること、社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報
又は啓発のための資料等に掲載し、配布等すること。
②相談者・行為者等のプライバシーの保護のために必要

な事項をあらかじめマニュアルに定め、相談窓口の担当
者が相談を受けた際には、当該マニュアルに基づき対応
するものとすること。
③相談者・行為者等のプライバシーの保護のために、相
談窓口の担当者に必要な研修を行うこと。

(2).特定受託業務従事者が業務委託におけるハラスメン

トに関する相談をしたこと又は事実関係の確認等の特定
業務委託事業者の講ずべき措置に協力したこと、厚生労

働大臣（都道府県労働局）に対して申出をし、適当な措置
をとるべきことを求めたこと（以下「業務委託におけるハラ
スメントの相談等」という。）を理由として、業務委託に係

る契約の解除その他の不利益な取扱いをされない旨を定
め、特定受託業務従事者に周知・啓発すること。

①業務委託契約に係る書面やメール等において、業務
委託におけるハラスメントの相談等を理由として、特定受

託業務従事者が契約の解除等の不利益な取扱いをされ
ない旨を記載し、特定受託業務従事者に周知・啓発をす
ること。
②特定受託業務従事者が定期的に閲覧するイントラネッ
ト等に業務委託におけるハラスメントの相談等を理由とし

て、特定受託業務従事者が契約の解除等の不利益な取
扱いをされない旨を掲載すること。

事業主は、下記の(1),(2)も講じなければならないとされています。顧問先様でも業務委託書内に入れ込む対応をさ
れる企業が多いようです。なお参考までに業務委託契約書案も次スライドに入れております。

業務委託契約書内等に記載が必要で
す。

業務委託契約書内等に記載が必要で
す。
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◆ハラスメント対応について
業務において、ハラスメント行為（セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティ・パタニティハラスメン
ト、ケアハラスメント等）を受けた、又は受けるおそれがあると認識された場合、下記の相談窓口を設置して
おりますのでご相談ください。
(相談窓口)
株式会社○○ 管理担当部署長 ○○（TEL: XXX-XXXX-XXXX MAIL: XXX@XXX.com）

相談窓口にご相談いただいた内容は、厚生労働省が定める特定受託事業者に係る取引の適正化等に関
する法律、その他指針等に基づき、対応します。
相談、調査への対応に当たっては、調査・是正を行うためにプライバシーは保護されるとともに、相談したこと
又は事実関係の確認に協力したこと等を理由に不利益な取り扱いは行いません。

なお、恐れ入りますが最終的なフリーランス新法に則った業務委託契約書となっているかについては、ハラ
スメント以外の部分は特に下請法等と同様弁護士さん管掌となりますので弁護士さまにご確認いただく
ようお願いいたします。

業務委託契約書案
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